
別紙

消費生活協同組合検査要領

１．検査の目的

消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会（以下「組合」と総称する ） に対。

する検査は、組合の業務又は会計の状況について、法令、定款又は規約の遵守状況を

確認するとともに、組合の業務の健全かつ適切な運営を確保することを目的として実

施する。

２．検査の区分等

組合に対する検査は、次の区分及び消費生活協同組合法（以下「法」という ）に。

基づいて実施する。

（１）責任共済等（法第２６条の３第２項で規定する「責任共済等」をいう ）の事業。

を実施する組合に対する常例検査

法第９４条第４項に基づく検査

（２）共済事業（法第１０条第２項で規定する「共済事業」をいう ）を実施する組合。

（上記（１）の事業を実施する組合を除く ）に対し、実際の事業実施の状況等を。

確認するために行う定期的な検査等

法第９４条第３項に基づく検査

（３）上記（１）及び（２）以外の検査であって、組合に対する検査

法第９４条第２項に基づく検査

（４）上記(１)又は(２)の事業を実施する組合の子会社等又は当該組合から業務の委託

を受けた者に対する検査

法第９４条第５項に基づく検査

その他として、法第９４条第１項の規定に基づき組合員（会員）から請求があった

場合には、同項に基づく検査を実施する。

３．検査の実施計画

（１）上記２の検査を実施するに当たっては、毎年度当初にその年度の検査の実施計画

を立てることとする。

（２ （１）の実施計画を立てるに当たっては、所管する組合の実情、問題点等を勘案）



して検査が効率的かつ効果的に実施されるよう十分留意するとともに、実行可能な

実施計画を作成することとする。

４．検査班の編成

検査班は、職員２名以上をもって編成するものとする。

５．検査の事前準備

（１）検査の実施に当たっては、検査対象組合に対し、実施期日、検査担当職員、事前

提出資料、その他必要な事項について、あらかじめ文書をもって通知することとす

る。

（２）検査班は、事前提出資料等により検査対象組合の運営状況、懸案事項等について

あらかじめ把握し、重点的かつ効率的な検査を行うこととする。

６．検査の実施方法等

（１）検査の実施は、別添「消費生活協同組合検査項目」に沿って実施することを基本

とし、組合の実情等により適宜必要事項等を追加の上で実施することとする。

なお、共済事業を実施する組合に対しては、検査実施の手引書として別途通知の

２０ ９ ３ ０９０３０「共済事業実施組合に係る検査マニュアル 平成 年 月 日社援発第」（

号厚生労働省社会・援護局長通知）を併せて活用することとする。１０

（２）検査に当たっては、理事その他責任者を立ち会わせるものとする。

７．検査結果に基づく措置

（１）検査の結果については、検査終了後に講評を行うこととする。

（２）検査担当職員は、帰庁後速やかに検査結果について上司に報告するものとする。

（３）組合において是正又は改善の措置を要すると認められる事項については、必要に

応じ文書をもって指示を行い、その結果について、法第９３条、法第９３条の２、

法第９３条の３第１項及び同条第２項の規定に基づき期限を付して報告を求めるこ

ととする。



別 添 

消費生活協同組合検査項目 

 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

第１ 組織・管理 

 

１ 運営方針等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本的事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 運営方針等は組  

 合の原則に沿って  

 適切かつ明確に定  

 められているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 組合員等への教  

 育事業等は適切に  

 行われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 登記は適正に行  

 われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 9,40 

定 51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 10,51の 4 

定 3,67 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 7,第 7章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○運営方針や事業計画等は  

 組合員及び会員（以下「組 

 合員」と総称する。）に対 

 し最大の奉仕をするもの 

 となっているか。 

○運営方針等は営利を目的 

 とするものになっていな 

 いか。 

○事業計画や収支予算は、組 

  合員の意見を踏まえ、適切 

  に設定されているか。 

○事業計画と事業実績との 

 比較検討が行われ、事業が 

 遂行されているか。 

 

○組合事業に関する知識の 

 向上を図るため、広く組合 

 員及び役職員を対象に教 

 育事業が行われているか。 

○教育事業等繰越金は、教育 

  事業を始め、地域で行う組 

  合員の福祉活動等への助 

 成事業に十分かつ有効に 

 活用されているか。 

 

○登記しなければならない 

 事項は登記されているか。 

○変更登記等は定められた  

 期限内に行われているか。 

 

 

 

 

運営方針、総

（代）会議案書

（事業計画、収

支予算、決算関

係書類、事業報

告書、附属明細

書）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育事業等の

実施状況関係

書類等 

 

 

 

 

 

 

 

定款、登記事項

証明書等 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 組合が特定の政  

 党のために利用さ  

 れていないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 組合員に対する  

 情報開示は適切に  

 行われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 2 

社生 77 

社援地 8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 25の 2,26の

5,30 の 7,31 の

9,45,49, 53の 2 

規則 209 

定 36,75,78 

社  援  協  発

1227第 2 

 

 

 

 

 

○組合の機関において、特 

 定の政党又は候補者（以 

 下「特定の政党等」と総 

 称する。）の支援を決定 

 していないか。 

○組合の機関紙等により特 

 定の政党等への推薦等が 

 行われていないか。 

○組合が管理する施設にお 

 いて、特定の政党等のポ 

 スター等を掲示していな 

 いか。 

○特定の政党等の選挙運動 

 のため、組合が管理する 

 施設や車両等を提供して 

 いないか。 

○特定の政党等を直接支援 

 することを目的とする組 

 織に、組合として参画（金 

 銭の支出を含む）してい 

 ないか。 

  

○主たる事務所には次の書 

 類を備え置いているか。 

・定款 

・規約 

・理事会議事録等 

・総（代）会議事録 

・組合員名簿 

・決算関係書類等（監査報 

 告及び会計監査報告を含 

 む。） 

・出資一口の金額の減少を 

 議決したときの財産目録 

 及び貸借対照表 

 

施設内掲示板、

組合機関紙等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合員に対す

る情報開示基

準等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 個人情報の保護 

 に関する取扱いは 

 適正か。 

 

 

 

 

 

 

 

        

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社 援 地 発 

1217001 

※個人情報保  

 護関係法令参 

 照 

 

 

  ※上記の書類のうち、電磁 

   的記録をもって作成され 

   ている場合はこの限りで 

    はない。 

○共済事業を行う組合は、業 

  務及び財産の状況に関す 

 る次の事項を記載した説 

 明書類を作成の上、公衆の 

 縦覧に供しているか。ま 

 た、組合員以外も利用でき 

 るホームページ等に掲載  

 しているか。 

・組合の概況及び組織に関す 

  る事項   

・組合の主要な業務の内容 

・組合の業務の運営に関する 

  事項 等   

 （規則第 209条第 1項第 1 

  号～第 6号参照） 

○組合の事業及び財産の状 

 況に関し、開示する範囲、 

 開示の方法等について組 

 合として基準を定めてい 

 るか。 

○公告の方法は適切か。組合 

  員全般に知らせる方法と 

 して十分となっているか。 

 

○個人データの漏えい、滅失 

  又はき損の防止その他の 

 個人データの安全管理の 

 ための必要な措置は講じ 

 られているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人情報保護

方針、個人情報

保護管理規程、

業務委託契約

書等 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 定款・規約等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 危機管理態勢は 

 整備されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 定款は適正に整 

 備されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 26,40,42 

定 51,56 

 

 

 

・個人情報保護方針や個人情 

  報保護に係る管理体制、利 

  用目的の特定、安全管理措 

  置、職員・委託先の監督等 

  について定めた内部規程   

  等が整備されているか。 

・利用目的の特定、利用目的 

  による制限、第三者提供の 

  制限､開示等は､規程等に基 

  づいて実施されているか。 

・職員に対し、個人データの 

  安全管理が図られるよう必 

  要かつ適切な監督を行って 

  いるか。 

・個人データの取扱いの全部 

  又は一部を委託する場合、 

  個人データの安全管理が図 

  られるよう、委託を受けた 

  者に対し必要かつ適切な監 

  督を行っているか。 

 

○不測の事態に備え、必要な 

  危機管理態勢を整備し、危 

  機管理マニュアルを策定し 

  ているか。また、業務の実 

  態等に応じ、不断の見直し 

  を行っているか。 

○平時より定期的な点検・訓 

  練を行うなど未然防止に向 

  けた取組に努めているか。 

 

○定款は、法令等に従い、必 

 要事項が記載されている  

  か。 

○定款の変更は、特別議決の 

  方法で行われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理マニ

ュアル等 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款、総（代）

会議案書、総

（代）会議事

録、定款変更認

可書等 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な規約は適  

  正に整備されてい  

  るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 必要な規則類は  

  適正に整備されて  

  いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 26の 2,26 

3,26の 4,40 

規則 157 

定 21,（役員  

の選任),（総 

代の選挙）,  

51,60,（共  

済事業規約), 

（貸付事業規  

約） 

 

 

 

 

 

法 13,50の 6 

規則 51,174 

定 28,31,33,  

  37,44,64,80 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○行政庁の認可を受けている 

  か。 

 

○定款に定める規約が制定さ 

  れているか。 

・役員選挙規約又は役員選任 

  規約 

・総代選挙規約 

・総（代）会運営規約 

・共済事業規約 

・貸付事業規約 

○規約の設定・変更は、総 

 （代）会の議決を経ている  

  か。 

○共済事業規約及び貸付事業 

  規約の設定・変更は行政庁 

  の認可を受けているか。  

 

○組合の運営に必要な規則類 

  が整備されているか。 

・役員報酬規則 

・理事会運営規則 

・経理事務取扱規則 

・文書事務取扱及び保存規則 

・職員服務規則 

・職員給与規則 

・監事監査規則   

・共済事業又は貸付事業に必 

  要な措置に関する内部規則 

  等 

○組合員の権利を制限し、あ 

  るいは組合員に義務を課す 

  ような内容を規則として定 

  めていないか。 

○規則の設定や変更は理事会 

 

 

 

 

役員選挙（選

任）規約、総代

選挙規約、総

（代）会運 

営規約、共済事

業規約、貸付事

業規約等 

 

 

 

 

 

 

 

 

役員報酬規則、

理事会運営規

則、経理事務取

扱規則、文書取

扱及び保存規

則、職員服務規

則、職員給与規

則、監事監査規

則、共済事業又

は貸付事業に

必要な措置に

関する内部規

則等 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

４ 組合員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 組合員の資格は  

 適正なものとなっ 

 ているか。 

 

 

 

 

 

 

(2) 組合への加入は  

 適正に行われてい  

 るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 組合員の管理は  

 適切に行われてい  

 るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 5,14 

規則 2,52 

定 4,6 

 

 

 

 

 

 

法 14,15,16 

定 6,7,8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 25の 2 

定 7,8,12 

社生 77, 

社生 124A, 

社生 124B 

 

 

  に諮られているか。 

○監事監査規則については、 

  総（代）会の承認を得てい 

  るか。 

 

○定款で定める区域以外の 

 組合員はいないか。 

○法第１４条第２項又は第 

 ３項に規定する組合員（以 

 下「二項組合員」と総称す 

 る。）を設けている場合、 

 定款で二項組合員に係る 

 規定を定めているか。  

 

○組合員となろうとする者 

 は引き受けようとする出  

 資口数に相当する出資金 

 額を添えて、加入申込書を 

 提出しているか。 

○正当な理由がないのに有 

 資格者の加入を拒んだり、 

 加入に際し困難な条件を 

 付していないか。 

○二項組合員の加入承認手続 

  は、定款の規定に従って行 

  われているか。 

○二項組合員の加入承認基 

 準は組合として適切か。 

 

○組合員証は発行している 

  か。 

○組合員名簿には、法定事項 

  が記載されているか。 

○いわゆる「睡眠組合員」を 

  把握し、組合員名簿上、一 

  般組合員と区別して管理 

 しているか。 

 

 

 

 

 

定款 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合加入申込

書、加入承認申

請書、二項組合

員加入承認基

準、組合加入承

認書、総（代）

会議事録等 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合員名簿、組

合員証等 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 脱退又は除名に  

 当たっては、法令  

 及び定款で定める  

 手続を行っている  

 か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 19,20 

定 9,10,11,12 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

○「睡眠組合員」の整理（除 

  名等）は定期的に行われて 

  いるか。 

○事業の利用促進や住所の把 

  握を的確に行うなどによ 

  り、「睡眠組合員」が発生 

  しないよう努めているか。 

○脱退した組合員は、組合員 

  名簿上、整理されているか。 

 

○自由脱退の手続は、定款の 

  規定に従って行われている 

  か。 

○職域組合の場合、退職時に 

  組合員資格を喪失したとし 

  て、法定脱退の手続をとっ 

  ているか。 

○除名の手続は、定款の規定 

  に従い、次のことを行って 

  いるか。 

・組合員への事前通知及び弁 

  明の機会の付与 

・総（代）会での特別議決 

・除名の決定後の組合員への 

  通知 

○いわゆる「みなし自由脱退」 

  による脱退手続を行う場合 

  には、その手続を定款に規 

  定しているか。 

○「みなし自由脱退」の取扱 

  いに当たっては、所在確認 

  を定期的に行うなど、定款 

  に従って行われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款、組合員へ

の事前通知書、

総（代）会議案

書、総（代）会

議事録、除名決

定通知書等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５  役員及び理事  

  会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 出資金等の管理 

 は適切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 理事及び理事会  

 は、法令等遵守態勢 

 を整備しているか。 

 

 

 

(2) 役員の職務遂行  

 は適切か｡ 

 

 

 

 

 

法 16,21,22, 

23,24,25の   

2,54の 2 

政令 18 

規則 231 

定 13,14,15, 

 16 

社生 77, 

社生 124A, 

社生 124B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 30の 3 

 

 

 

 

 

法 30の 3,31, 

31の 2 

定 24,25,26, 

38 

社生 77 

 

 

○出資金の受入れ、払戻しは 

  適正に行われているか。  

○出資１口の金額は均一と 

  なっているか。 

○共済事業を行う組合は、次 

  により法令で定める出資総 

  額を下回っていないか。 

・事業年度開始時における組 

  合員総数１，０００人超の 

  組合にあっては１億円 

・連合会にあっては１０億円 

○出資金については、組合員 

  名簿に各組合員の払い込ん 

  だ口数、金額、年月日が適 

  正に記録されているか。 

○一組合員が、定款で定める 

  出資口数の限度を超えた出 

  資をしていないか。 

○剰余金の割戻しを出資金に 

  振り替える場合、１口未満 

  の額を「出資預り金」とし 

  て処理しているか。 

 

○理事及び理事会は、法令等 

  遵守のための態勢整備を 

  行っているか。 

○役職員に対し、法令等遵守 

  に関する研修を実施してい 

  るか。 

○役員は、理事会へ出席して 

  いるか。度重なる欠席はな 

  いか。 

○理事は、次のような場合、 

  理事会において、当該取引 

 

出資金管理簿、

登記事項証明

書等、組合員名

簿等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款、法令等遵

守関係規程等 

 

 

 

 

理事会招集通

知書、理事会議

事録等 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 役員の報酬は、 

 総（代）会の議決 

 によって定められ 

 ているか。 

 

(4) 役員退職慰労金 

 は、総（代）会の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 30の 3 

定 28 

 

 

 

法 30の 3 

 

 

 

  につき重要な事実を開示   

  し、承認を受けているか。

・理事が自己又は第三者のた 

  めに組合と取引をしようと 

  する場合 

・組合が理事の債務を保証す 

  ることその他理事以外の者 

  との間において組合と当該 

  理事との利益が相反する取 

  引をしようとする場合 

・理事が自己又は第三者のた 

  めに組合の事業の部類に属 

  する取引をしようとする場 

  合 

○理事は、組合に著しい損害 

  を及ぼすおそれがある事実 

  を発見した場合、監事に報 

  告しているか。 

○常勤役員は、子会社等の常 

  勤役員を兼ねていないか。 

○監事は、理事又は組合の使 

  用人と兼ねていないか。ま 

  た、子会社等の取締役又は 

  使用人と兼ねていないか。 

○子会社等の監査役全員が組 

  合の監事で占められていな 

  いか。 

 

○総（代）会への議案が理事 

  分と監事分とに区分され表 

  示されているか。 

  

 

○役員退職慰労金の具体的な 

 金額・支払期日等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役員報酬規則、

総（代）会議案

書、総（代） 

会議事録等 

 

役員報酬規則、

総（代）会議 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  議決等によって定 

 められているか。 

 

 

 

 

 

(5) 役員の選出は適 

 正に行われている 

  か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 27,28,29, 

30 

政令 9 

定 20,21,（役 

員の選任） ,   

22,23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 は、総（代）会の議決によ 

 って定められているか。若 

 しくは議案書において一定 

 の基準に従い金額等を決定 

 することとして理事会に一 

 任しているか。 

 

○役員の選出に関し、定款に 

  は選挙制又は選任制のいず 

  れかを定めているか。 

○役員選挙規約又は役員選任 

  規約は適切に整備されてい 

  るか。 

○役員の選挙又は選任は、法 

  令、定款及び規約により適 

  正に行われているか。 

【役員選挙制の場合】 

・選挙区の設定及び定数は適 

  切に規定されているか。 

・選挙公示は行われている 

  か。 

・役員の選出が選挙によら 

  ず、推薦のみで行われてい 

  ないか。 

・選出された者の氏名等につ 

  いて、公示が行われている 

  か。 

・選出された者から役員就任 

  承諾を得ているか。 

・役員就任に当たっては、当 

  該役員の所属先からの就任 

  許可等の確認が行われてい 

  るか。 

【役員選任制の場合】 

・総（代）会の議案とし、出 

 席者の議決権の過半数によ 

 

案書、総（代） 

会議事録等 

 

 

 

 

 

定款、役員選挙

（選任）規 

約、選挙公示、 

総（代）会議案

書、総（代）会

議事録、役員就

任承諾書等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 理事会は適正に 

  行われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 30 の 4,30

の 5,30の 9  

定 29,31,32, 

33,34 

 

 

 

 

 

  り選任されているか。  

・選任された者の氏名等につ 

  いて、公示が行われている 

  か。 

・選出された者から役員就任 

  承諾を得ているか。 

・役員就任に当たっては、当 

  該役員の所属先からの就任 

  許可等の確認が行われてい 

 るか。 

○員外理事数は、理事定数の 

  ３分の１以内となっている 

  か。 

○負債総額２００億円超の組 

  合の場合、員外監事が１人 

  以上いるか。また、常勤監 

  事を定めているか。 

○役員の任期は、定款で定め 

  る期間内となっているか。 

○役員の補充は適正に行われ 

  ているか（欠員が定数の５ 

  分の１を超えた場合、３月 

  以内に補充されている 

  か。）。 

○補欠役員の任期は、前任者 

 の残任期間となっているか。 

 

 

○理事会の招集は、法令及び 

  定款の規定に基づき、適正 

  に行われているか。 

・理事会の招集通知は、定款 

  の規定に基づき、原則とし 

  て理事会の日の１週間前   

  までに発しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款、理事会招

集通知書、理事

会議事録等 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 理事会の議事録  

 は適切に整備され  

 ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 30の 5 

規則 60 

定 35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○理事会の開催は、定期的に 

 開催するほか、必要に応じ 

  て開催しているか。 

・理事の業務執行状況を理事 

  会へ報告しているか。 

・理事会の開催頻度は十分な 

  ものとなっているか。 

○書面による出席又は代理人 

  による議決権の行使は行わ 

  れていないか。 

○理事会には定款で定める議 

  決事項が諮られているか。 

○理事会の決議は、法令及び 

  定款に基づき、適正に行わ 

  れているか。 

・理事会の決議に際し、議決 

  に加わることができる理事 

  の過半数が出席している 

  か。 

・議決方法は、定款等で定め 

  た方法で行われているか。 

○理事会は、理事の中から代 

  表理事を選定しているか。 

 

○議事録は法令に従い、必要 

  な事項が具体的に記載され 

  ているか。 

・理事会が開催された日時及 

  び場所 

・理事会の議事の経過の要領 

  及びその結果 

・理事会に出席した理事、監 

  事、会計監査人の氏名又は 

  名称 

・理事会の議長の氏名 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会議事録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

６ 監査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 監事監査が適正 

 に行われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 30 の 3,31

の 9 

規則 第 4 章第

6節 

定 37,49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○理事会へ出席した理事及び 

  監事により、署名又は記名 

 押印が行われているか。 

 

○監事監査は、監査計画を策 

  定するなど、定款、監事監 

  査規則等に従い、計画的に 

  行われているか。 

○監事は、理事が総（代）会 

  に提出しようとする議案等 

  について調査しているか。 

○子会社等についても必要に 

 応じ監査が実施されている 

 か。 

○監査の内容は、理事の職務 

  の執行状況、組合の業務及 

  び財産の状況について行わ 

  れているか。 

○特定監事は、次の法令で定 

  める事項について監査報告 

  を作成し、特定理事に対し 

  通知を行っているか。  

・監事の監査方法及び内容 

・決算関係書類及び附属明細 

  書への意見 

・事業報告書及び附属明細書 

  への意見等（規則第 131条 

  及び第 132条等参照） 

○監事監査を受けた各事業年 

  度に係る決算関係書類及び 

  事業報告書並びにそれら附 

  属明細書については、理事 

  会での承認後、監事の意見 

  を記載した書面等を添付の 

  上、通常総（代）会へ提出 

  されているか。 

 

 

 

 

監事監査規則、

監事監査報告、

理事会議事録、

総（代）会議案

書等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 会計監査人監査 

 が適正に行われて 

 いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 31 の 10,31

の 11 

政令 11 

規則 第 4 章第

6節第 3款 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○監事は、理事会へ出席し、 

  必要な場合、意見を述べて 

  いるか。 

○理事は、監事の意見に対し、 

  適切に対応しているか。 

 

○共済事業を行う組合のう 

  ち、次の組合は会計監査人 

  の選任を総（代）会の決議 

  によって行っているか。 

・負債総額２００億円超の組合  

・連合会 

○会計監査人により、次の法 

  令で定める事項について監 

  査報告が作成され、特定理 

  事及び特定監事に対し通知 

  が行われているか。  

・会計監査人の監査方法及び 

  内容 

・決算関係書類及び附属明細 

  書への意見 

・連結決算関係書類（連結貸 

  借対照表、連結損益計算書、 

  連結純資産変動計算書）へ 

  の意見等（規則第 136条及  

  び第 139条参照） 

○会計監査報告は、通常総 

  （代）会に報告されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会計監査人監

査報告、理事会

議事録、総（代）

会議案書等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

７ 総 代 及 び 総

（代）会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 総代の選挙は適  

 正に行われている 

 か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 総（代）会は適  

 正に行われている 

 か。 

 

 

 

法 47 

定 第 4章 

社生 124A, 

社生 124B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 34,35,36, 

37,38,41 

規則 155 

定 45,46,47, 

48,52,55 

社 援 協 発 

1227第２ 

 

○総代会を設けている場合 

  は、組合員が５００人以上 

  となっているか。 

○総代定数は適正か。 

・組合員総数の１０分の１ 

 （組合員総数が１，０００  

  人を超える組合は１００ 

  人）以上となっているか。 

○総代の任期は、３年以内で 

  定款で定める期間となって 

  いるか。 

○総代選挙規約は適切に整備 

  されているか。 

・選挙区及びその定数につい 

  ては、適切に規定されてい 

  るか。      

・選挙区及びその定数を設定 

  するに当たり、組合員の構 

  成に留意しているか。 

○総代選挙規約に従って選出 

  が行われているか。 

・総代の選出が選挙によらず 

  推薦のみで行われていないか。 

・選挙公示は行われているか。 

・総代名簿を作成し、組合員 

  に周知しているか。 

○総代会において、総代の選 

  挙が行われていないか。 

 

○通常総（代）会の招集は定 

  款の規定に従い、行われて 

  いるか。 

○総（代）会の招集通知には、 

  法令で定められた次の事項 

 が記載されているか。 

 

定款、総代選挙

規約、選挙公

示、総代名簿等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総（代）会招集

通知書、書面出

席用紙、代理権

を証する書面、

総（代）会議案

書、総（代）会

議事録等 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 総（代）会の議 

 決事項、議決方法 

 は適切か。 

 

 

 

 

 

(4) 書面又は代理人  

 をもって行う議決 

 権又は選挙権は、 

 適切に行使されて 

 いるか。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法  17,40,41,  

42 

定 51,54,55, 

56 

 

 

 

 

法 17 

定 57 

 

 

 

 

・総（代）会の日時・場所 

・総（代）会の目的である事 

  項があるときは当該事項等 

○理事会の承認を受けた議案 

  書（決算関係書類等）は、 

  総（代）会の会日の１０日 

  前までに組合員（総代）に 

  対し送付されているか。 

○総（代）会の招集が書面出 

  席等を前提とした手続に 

  なっていないか。 

○総（代）会は成立要件を満 

  たした上で開催されているか。 

○議長は、総（代）会に出席 

  した組合員（総代）のうち 

  から、その都度選任されて 

  いるか。 

○役員や総代等がすべてイン 

  ターネット等の手段を用い 

  て出席する方法となってい 

  ないか。 

 

○定款で定められた事項は、 

  すべて総（代）会に付議さ 

  れているか。 

○緊急動議を除き、あらかじ 

  め通知された事項に限り議 

  決されているか。 

○議決は定款に従い、適切に 

  行われているか。 

○書面出席の様式が、議案ご 

  とに議決権が行使されるよ 

  うになっているか。 

○書面又は代理人をもって行 

  う議決権の行使は、あらか 

  じめ通知した事項に限って 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款、総（代）

会招集通知書、

総（代）会議案

書、総（代）会

議事録等  

 

 

 

書面出席用紙、

代理権を証す

る書面等 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 総（代）会の議 

 事録は適切に整備 

 されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  職員及び組織の管

理は適切に行われて

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 45 

規則 163 

定 59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定 44 

 

 

 

 

 行われているか。 

○白紙委任はしていないか。 

○議長に対し委任していない 

  か。 

○代理人の資格は、定款の規 

  定に違反していないか。 

○代理人は、代理権を証する 

  書面を組合に提出している 

  か。 

○代理人は、組合員にあって 

  は１０人（総代にあっては 

  ３人）以上の組合員（総代） 

 の代理を引き受けていない 

  か。 

 

○議事録は法令及び定款に従 

  い、必要な事項が具体的に 

  記載されているか。 

・総（代）会が開催された日  

  時及び場所 

・総（代）会の議事の経過の  

  要領及びその結果 

・総（代）会に出席した理事、  

  監事、会計監査人の氏名又 

  は名称 

・総（代）会の議長の氏名 

・議事録を作成した理事の氏 

 名 等  

○議事録は定款の定めに従 

  い、署名又は記名押印がな 

  されているか。 

 

○内部牽制機能が確立され、 

  職員の職務分担や決裁権限 

  等は明確になっているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款、総（代）

会議事録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織図、決裁規

程、服務規則、

事務分担 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連合会及び他の団体

への加入（子会社等へ

の出資を含む。） 

又は脱退は適切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 13の 2,40, 

第 4章の 3 

規則 第 6章 

施行規程 18～

21 

定 51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、職員の配置は適切か。 

○職員の服務規則及び給与規 

  則並びに人事関係書類は整 

  備されているか。  

○組合の基本的理念を踏まえ 

  た職員の行動指針等が整備 

  されているか。 

 

○連合会及び他の団体への加 

  入（子会社等への出資も含 

  む。）又は脱退は定款の定 

  めに従い、適切に行われて 

  いるか。 

○共済事業を行う組合に係る 

  子会社等の業務範囲は適正 

  か。 

○子会社等への出資比率及び 

  当該子会社等の事業比率は 

  適切か。 

○子会社等の状況は総（代） 

  会へ適切に報告の上、開示 

  されているか。 

・組合の決算関係書類の注記 

  により、子会社等との取引 

  の明細並びに債権及び債務 

  の状況が報告されているか。 

・組合の事業報告書（附属明 

  細書を含む。）により子会 

  社等の概況等が報告されて 

  いるか。 

 

表、職員給与規

則等 

 

 

 

 

 

 

総（代）会議案

書（事業報告書

等）、総 

（代）会議事

録、子会社等 

に係る登記事

項証明書等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

第２ 組合事業 

 

１ 基本的事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 事業運営は適切  

   に行われている 

   か。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 事業の種目等は  

   適切か。 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 9,12 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

法 10,12,26, 

40 

政令 1 

定 3,62    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 組合員の意に反して、事  

  業の利用を強制していな 

  いか。 

○ 事業の実施に当たっては、  

   各種事業に関する法令等 

  を遵守する態勢が整備さ  

   れているか。 

○ 事業運営については、そ   

   の健全性を確保するため、 

   運営状況を適時把握して  

   いるか。 

 

○ 定款で規定していない事  

   業を行っていないか。   

○ 定款で規定しているが、  

   実際には行っていない事   

   業はないか。 

○ 事業を行うに当たり、必   

   要な許認可等の手続を経  

   ているか。 

○ 共済事業を行う連合会又   

   は次のいずれかの額を超  

   える共済事業を行う組合  

   は共済事業、受託共済事業 

   及び教育事業並びにこれ  

   ら附帯事業等のほか、事業 

   を行っていないか。 

 ・ 共済掛金総額：１０億円 

 ・ 共済金額：１被共済者当 

     たり１００万円 

 

 

 

 

 

事業計画、事業

報告等 

 

 

 

       

       

             

       

       

       

       

定款、事業許可

証、損益計算書

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 員外利用に関し、 

   適切に対応して 

   いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 広報活動は適切 

   に行われている   

   か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 12 

規則 6,7,8,9, 

10,11 

社援 580 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

社援 580, 

社援地 16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 員外利用防止の対策は講   

   じられているか。 

○ 法令で定める場合以外で、  

   組合員以外の者に事業を  

   利用させていないか。 

○ 法令により員外利用が認   

   められる場合、許可が必要 

   なものについては、申請が 

   行われているか。また、そ 

   の定められた利用分量が  

   遵守されているか。 

○ 員外利用に係る事業の利   

   用分量は把握しているか。 

 

○ 誇大広告等は行われてい   

   ないか。 

○ 広報紙等には、組合員向   

   けの広報である旨、明示さ 

   れているか。 

○ 不特定多数の者に対し広   

   告・宣伝を行う場合、単に 

   商品内容のみの広告等に  

   なっていないか。 

 

 

 

店内表示、員外

利用許可書、 

員外の利用分

量確認資料、共

済事業におけ

る実施細則等 

 

 

 

 

 

 

 

 

パンフレット、

ポスター等 

 

 

 

 

        

        

        

        

        

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

２ 共済事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 共済事業規約は、 

   法令及び定款に 

   基づき定められ 

   ているか。 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

(2) 共済契約の募集  

   や共済金等の支   

   払等は、法令、定 

   款及び規約に基 

   づき、適正に行わ 

   れているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 26の 3 

規則 55 

定 （共済掛金及

び共済金）, 

（共済事業規

約） 

 

 

 

 

 

 

   

法 10, 12の2, 

50の 6 

政令 2 

規則 14,15,17 

18,167,174 ～ 

178 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 共済事業の種類ごとに、次 

   の事項に関し、法令で定  

   める事項が規定されてい  

   るか。 

 ・ 事業の実施方法 

 ・ 共済契約 

 ・ 共済掛金及び責任準備金 

  の額の算出方法 

○ 共済事業規約で定める共   

   済掛金及び共済金額は、定 

   款で規定する最高限度を   

   超えていないか。 

 

〈代理店〉 

○ 法令で定められた者以外  

   に共済契約の締結の代理  

   又は媒介の業務を委託し  

   ていないか。 

 

〈共済募集〉 

○ 健全かつ適切な事業運営  

   を確保するための措置に  

   関する内部規則等が定め  

   られ、必要な体制が整備さ 

   れているか。 

 

○ 共済募集人は、共済募集   

   を行おうとするときは、あ 

   らかじめ、利用者に対し次 

   の事項を明らかにしてい  

   るか。 

 ・ 組合の名称  

 ・ 自己が組合の代理人とし 

    て共済契約を締結する   

    か、又は共済契約の締結 

    を媒介するかの 

  別 等 

定款、共済事 

業規約等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款、共済事業

規約、内部規則

等、共済募集に

関するパンフ

レット・説明資

料等、共済加入

申込書、共済解

約申込書、共済

金等支払に関

する規程、共済

事業事務委任

規程、共済事業

業務委託契約

書、本部監査報

告、個人情報保

護管理規程等 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

○ 共済契約の締結又は共済   

   募集に関し、共済契約者又 

   は被共済者に対し、虚偽の 

   ことを告げるなどの法令  

   で禁止されている行為が  

   行われていないか（法第  

   12 条の 2 第 3 項で準用す 

   る保険業法第 300 条並び  

   に規則第 17 条及び第 18  

   条第 1 項第 1 号～第 17   

   号参照）。 

○ 共済契約の締結又は共済  

   募集に関し、共済契約者又 

   は被共済者に対し、契約条 

   項のうち重要な事項が契  

   約のしおり等に記載され  

   るなど、適切に説明が行わ 

   れているか。 

○ 共済加入申込書や解約申  

   込書は整っているか。    

○ 共済証書は契約者に交付  

   されているか。 

〈共済金等の支払〉 

○ 共済金や給付金、返戻金  

   等（以下「共済金等」とい 

   う。）の支払に関し、確認 

   すべき項目、手続及び判断 

   基準等を定めた規程を整  

   備しているか。 

○ 共済金等の支払に関し、支 

   払・不払の審査等が、複  

   数人による検証が行われ  

   るなど適切な態勢となっ  

   ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

    

      

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 共済金等の支払漏れや請  

   求漏れ等の未然防止策を  

   とっているか。 

 

○ 規約で定められた共済金  

   等以外の共済金等が支払  

   われていないか。 

 

〈業務の委任〉 

○ 支部等に共済金等の支払   

   などの業務を委任してい  

   る場合、委任事務が適正に 

   行われているか。 

 

（支部へ委任する場合） 

 ・ 委任事務の範囲は明確に 

    なっているか。 

 ・ 本部は定期的に監査等を 

    行っているか。 

 

（他団体へ委任する場合） 

 ・ 委託業務の範囲は適正か。 

 ・ 委託業務に係る契約書は 

    適正に交わされ、管理さ 

    れているか。  

 ・ 業務委託契約書のとおり 

    業務が行われているか。 

 ・ 委託業務を実施している 

    受託者に対し、必要な監 

    督等が行われているか。 

 

〈利用者情報の管理〉 

○ 利用者に関する情報は、適 

   切に管理されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 健全な事業の運  

   営が行われてい   

   るか。 

 

 

                  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 50の 5,50

の 6,50の 7,50

の 8,50の 9,50

の 10,50の

11,50の 12 

規則 166の 2

～166の

3,179,180,183

～186,188～

196 

施行規程 4の

2～4の 5,6～ 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 責任準備金、支払備金及  

   び価格変動準備金につい  

   ては、法令、定款及び規約 

   に基づき、適切に積み立て 

   られているか。 

○ 各共済事業において 損失  

   が生じていないか。 

○ 共済事業ごとの収支につ  

   いて利源別分析を行い、適 

   正な掛金が設定されてい  

   るか。 

○ 共済掛金の検証や見直し  

   は定期的に行われている  

   か。 

○ 契約者割戻しを行う場合、 

   適正に行われているか。 

○ 共済事業を行う組合（次  

   のいずれにも該当する組  

   合は除く。）は、理事会に 

   おいて共済計理人を選任  

   しているか。 

 ・ 共済期間が長期にわたる 

    共済契約であって共済の 

    数理の知識・経験を要す  

    るものに係る共済掛金及 

    び責任準備金の算出を行 

    わないこと。 

・ 契約者割戻準備金の算出  

  及び積立てを行わないこと。 

 

貸借対照表、共

済事業部門別

損益計算書、共

済事業規約、利

源計算書、契約

者割戻関係書

類、理事会議事

録（共済計理人

選任関係）、共

済計理人意見

書、事業報告

書、公衆の縦覧

に供する資料

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 法令で定める次の事項に  

   ついて、共済計理人に対し 

   関与させているか。 

 ・ 共済掛金の算出方法 

 ・ 責任準備金の算出方法 

 ・ 契約者割戻しに係る算出 

    方法 

 ・ 契約者価額の算出方法  

 ・ 未収共済掛金の算出  

 ・ 支払備金の算出 等 

○ 共済計理人は、法令で定  

   める確認業務を行い、理事 

   会へ意見書を提出してい  

   るか。 

○ 支払余力比率（施行規程  

   ４の２の算式により得ら  

   れる比率）の算出は適正に 

   行われているか。 

 ・ 分子の算出において、算  

    入すべき額はすべて算入 

    され、控除すべき額はす 

    べて控除されているか。 

 ・ 一般共済リスク相当額の  

    算出において、すべての 

    保障内容に係るリスクが 

    漏れなくかつ重複なく計 

    上されているか。 

 ・ 巨大災害リスク相当額の 

    算出において、組合の現 

   在の契約状況下で組合の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 資産運用は適切 

  に行われている 

  か。 

                  

   

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 共済募集資料等  

  （広告を含む。）  

  の記載内容は適切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 50 の 4,50

の 14 

規則 197～202 

,204 

定 （資産運用 

の基準）,74, 75 

社援地発 0328 

002 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社援地 16 

 

 

 

    

  活動地域における過去最 

    大級の自然災害の再来を 

    想定した積算が行われて 

    いるか。 

 ・ 資産運用リスク相当額の  

    算出において、価格変動 

    リスク及び信用リスクを 

    有する資産を適切に識別 

    して計上しているか。 

 

○ 資産運用に関する規程は  

   適正に整備されているか。 

○ 資産運用体制及び資産運  

   用に係るリスクを管理す  

   る体制は整備されているか。  

○ 法令、定款及び資産運用 

   に関する規程に従って適 

   正に運用が行われているか。 

○ 他事業に係る経理への資   

   金運用や共済事業用資産  

   の担保提供を行っていな 

   いか。 

○ 投機的運用及び投機取引  

   を行っていないか。 

○ 運用方法及び運用実績に  

   ついて組合員に対し情報  

   開示しているか。 

 

○ 組合の共済事業であるこ  

   とが適切に記載されてい 

   るか。 

○ 他の共済商品等との比較  

   広告は行われていないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款、資産運用

に関する規程

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共済募集資料

等 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 受託共済事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  自動車損害賠  

  償責任共済等   

 （以 下「責任共 

  済等」 という。） 

  事業  

 

 

 

 

(6) 組合員等からの 

   苦情について適   

   切に処理が行わ 

   れているか。 

 

 

 

 

 

  共済事業を行う組 

  合（以下「元受組  

  合」と総称する。） 

  が定める共済事業  

  規約等に基づき、  

  適正に行われてい  

  るか。 

 

 

 

 

(1) 責任共済等事業  

   規約は、法令及び 

   定款に基づき定   

   められているか。  

(2) 契約手続は適切  

   に行われている   

   か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 26の 3, 

規則 56 

定 62 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 組合員等からの苦情に対  

   しては適切に対処してい  

   るか。 

○ 寄せられた苦情は、対応  

   者だけではなく、関係者間 

   において情報を共有し、業 

   務改善等を図っているか。 

  

 

○ 受託契約の内容に従い、  

   受託事務の範囲内におい  

   て適正に行われているか。 

○ 利用者に関する情報は、  

   適切に管理されているか。 

※ そのほか、元受組合から  

   の受託事務に応じて、上掲 

  「２ 共済事業」の検査事項 

   に対応したチェックポイ  

   ントを参照。 

 

 

 

 

 

○ 新規契約時に車体番号・ 

   登録番号の確認は行って  

   いるか。 

○ 誤契約があった場合に適  

   正な処理を行っているか。 

○ 紛失した証明書はないか。 

○ 書損の処理は適正に行わ  

   れているか。 

 

 

 

 

苦情処理簿等 

 

 

 

 

 

 

 

 

定款、共済事業

規約（元受組合

のもの）、共済

事業受託契約

書、共済募集に

関するパンフ

レット、個人情

報管理規程等 

 

 

 

定款、責任共済

事業等規約等 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 解約手続は適切 

   に行われている   

   か。 

 

 

(4) 責任共済等事業 

   とその他事業と   

   の経理が区分さ   

   れているか。 

 

(5) 掛金は適正に処 

   理されているか。 

 

 

 

(6) 責任準備金の積 

   立方法及び取崩   

   しは適切か。 

 

 

 

 

(7) 剰余金の割戻し 

   を行っていない   

   か。 

 

 

 

 

 

 

 

法 50の 3 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

規則 181,182 

 

 

 

 

 

 

規則 208 

 

 

○ 解約が法令で定める事由  

   以外で行われていないか。 

○ 解約時の証明書、共済標  

   章の回収は行われている 

   か。 

 

 

 

 

 

○ 適正な金額を再共済に付  

   しているか。 

  （契約掛金総額－解約払戻 

   金総額） 

 

○ 責任共済等事業の収支差  

   額及び運用益について、そ 

   の全額を積立てているか。 

○ 責任準備金の取崩しは規  

   則第１８２条で定める場  

   合以外で取崩しを行って 

  いないか。 

 

 

 

 

 

 

決算関係書類 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 決算関係書類

等 

 

 

 

 

 

決算関係書類 

等 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

５ 貸付事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 貸付事業規約は、 

   法令及び定款に   

   基づき定められ   

   ているか。 

 

 

 

 

(2) 組合の純資産額  

   は法令で定める   

   必要額を満たし   

   ているか。 

 

 

 

(3) 貸付事業の適正 

   な運営の確保及 

   び資金の貸付け   

   を受ける組合員   

   の利益の保護は   

   図られているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 26の 4 

規則 57 

定 62 

 

 

 

 

 

法 51 

政令 15 

規則 205 

 

 

 

 

法 13 

規則 51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

○ 貸付事業規約には、法令  

   で定める次の事項が規定  

   されているか。 

 ・ 事業の実施方法に関する 

    事項 

 ・ 貸付けの契約に関する事項 

 

 

○ 組合（職域組合にあって  

   は事業年度開始時におけ  

   る組合員数１，０００人を 

   超えないものを除く。）の 

   純資産額は５，０００万円 

   を下回っていないか。 

 

○ 法令で定める必要な措置  

  （規則第 51 条第 1 項第 1  

   号～第 57号を参照）は講 

   じられているか。 

 ・ 資金需要者等に対し、虚 

    偽のことを告げ、又は貸 

    付契約の内容のうち重要 

    な事項を告げない行為は 

    行われていないか。 

 ・ 資金需要者等に対し、い 

  わゆる総量規制に係る調 

  査を行い、適切に対応し 

  ているか。 

・ 貸付契約の締結に際し、 

  法令で定める割合を超え 

  る利息でもって契約の締 

  結をしていないか。  

 ・ 内部規則等を定めている 

  か。 

 

 

定款、貸付事業

規約 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表、組

合員名簿等 

 

 

 

 

 

従業者（職員）

名簿、組合員等

ごとに契約年

月日を記録し

た書面、業務に

関する帳簿、内

部規則等、契約

に関する書面 

等 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・ 職員に対する研修等、業 

   務が適正に運営されるた 

    めの体制が整備されてい 

    るか。 等 

 

○ 出資配当のみを目的とし  

   て過大に出資することを  

   防止する観点から、定款  

   上、 必要な規定を定めて 

   いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 
 
 
第３ 会計等 
 
１ 会計処理体制 

   の状況  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
(1) 経理事務取扱規 

   則は適切に定め   

   られているか。 
 
 
 
 
 
(2) 会計処理の体制 

   は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 監事の財産の状 

   況に関する監査   

   は適切に行われ   

   ているか。（第１ 

   の６「監査」参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
法 32,51 の 3 
規則 66,第 4

章第 8節 
社 援 地 発 
0328002 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
法 30 の 3,31

の 9 
規則 第 4 章第

6節 
定 37,49 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
○規則には、会計責任者や出 

  納責任者等の会計処理に係 

  る責任者を定めているか。 
○規則には、勘定科目や会計 

  帳簿など会計処理のために 

  必要な事項について定めて 

  いるか。 
 
○適正な会計処理を行う体制 

  が整備されているか。 
・契約に関する事務処理 
・現金・預金等に関する事務 

  処理 
・記帳に関する事務処理 
○出納業務についての内部  

  牽制機能が確立されているか。 
 
○決算関係書類等の記載内容 

  や金額について、帳簿又は 

  勘定科目の明細表等と照合 

  し、その整合性を確認して 

  いるか。 
○資産及び負債の残高につい 

  て、実査や通帳等との照合 

   などにより確認しているか。 

・現金・預金等 
・債権、債務及び出資金 
・商品 
・固定資産 等 
 

 
 
 
 
経理事務取扱

規則 
 
 
 
 
 
 
経理事務取扱

規則、組織図、

事務分担表、契

約に関する規

程、契約書、決

裁書等 
 
 
 
監事監査規則、

監事監査報告

等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 
 
２ 会計処理の状  

   況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(1) 日常の会計処理 

   は適切に行われ   

   ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 経理区分等は適 

   正に行われてい   

   るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
定 64 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
法 50 の 3 
規則 164,165 
定 65,（共済  

事業の区分   

経理）,（医   

療福祉等事   

業の区分経   

理） 
社 援 地 発 
0328002 
 
 
 
 
 

 
○契約や経費の支出に関する 

  決裁規定が整備されてお 

  り、その規定に基づいた取 

  扱いがされているか。 
○現金・預金等の収納、支出、 

  保管の取扱いに関する規定 

  が整備されており、その規 

  定に基づいた取扱いがされ 

  ているか。 
・領収書は所定の用紙が指定 

  され、連続番号が印刷され 

  ているか。 
・支払いは、責任者の承認を 

  受けた伝票等に基づいて行 

  われているか。等 
○現金・預金等の残高につい 

  ては、責任者の関与の下、 

  関係帳簿との照合・点検が 

  随時又は定期的に行われて 

  いるか。 
 
○共済事業に係る経理とその 

  他の経理とが区分されてい 

  るか。 
○共済事業のうち、責任共済 

  等事業に係る経理とその他 

  の経理とが区分されているか。 
○医療福祉等事業に係る経理 

  とその他の経理とが区分さ 

  れているか。 
○組合が行う事業の種類ごと 

  に収支が明らかにされてい 

  るか。 
 
 

 
経理事務取扱

規則、会計帳簿

（主要簿〔仕訳

帳、総勘定元

帳〕、補助簿〔補

助記入帳、補助

元帳〕）、決裁

書、契約書、領

収書、会計伝票

等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
会計帳簿、事業

別損益計算書

及び事業別事

業経費明細表、

共済事業部門

別損益計算書

等 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 予算等の状況 
 
 
 
 
 
 
 
４ 決算関係書類  

   等の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(3) 会計帳簿等の整 

   備は適正に行わ   

   れているか。 
 
 
 
 
 
  予算の編成等は適  

  正に行われている  

  か。 
 
 
 
 
 
(1) 決 算 関 係 書 類 

  （附属明細書を含 

   む。）は適正に作 

   成されているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
法 31 の 9,32 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
法 31 の 9 
規則 第 4章第

3節,128，    

第 8 節 
定 64        
社 援 地 発

0328002 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○必要な会計帳簿が作成され 

  ているか。また、証拠書類 

  は整理されているか。 
○会計帳簿及び事業に関する 

  重要な資料は、会計帳簿の 

  閉鎖の時から１０年間、保 

  存されているか。 
 
○予算の編成や変更の手続に 

  関する規定が整備されてお 

  り、その規定に基づいた取 

  扱いがされているか。 
○予算と実績の比較が定期的 

  に行われ、理事会等に報告 

  されているか。 
 
○法令及び関係通知で定める 

  ところにより、次の書類に 

  ついて様式や区分など適正 

  に作成されているか。 
・貸借対照表 
・損益計算書 
・剰余金処分案又は損失処理案  
・附属明細書 
○決算関係書類には、必要な 

  注記が付されているか。 
○資産及び負債の評価額が適 

  切に表示されているか。 
・償却すべき資産は相当の償 

  却がされているか。 
・時価が取得価額より著しく 

  低下した場合は、時価を評 

  価額としているか。 
・減損損失を認識しているか。 

 
会計帳簿、決算

関係書類、証拠

書類（領収書、

会計伝票等）等 
 
 
 
 
経理事務取扱

規則、理事会議

事録、総（代）

会議事録等 
 
 
 
 
貸借対照表、損

益計算書、剰余

金処分案又は

損失処理案、附

属明細書等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 連結決算関係書 

   類は適正に作成   

   されているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 事業報告書（附 

 属 明 細 書 を 含      

   む。）は適正に作 

   成されているか。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
法 31 の 10 
規則 第 4章第

3節 
社 援 地 発

0328002 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
法 31 の 9 
規則 第 4章第

4節、129 
社 援 地 発

0328002 
 

 
・有価証券の評価は適切か。 
・退職給付引当金は合理的な 

  見積額に基づき計上されて 

  いるか。等 
○決算関係書類の主要な科目 

  について、予算や前年度決 

  算と比較して著しい増減・ 

  差異がある場合、合理的な 

  理由があるか。 
○決算関係書類及びその附属 

  明細書は、作成した時から 

  １０年間、保存されているか。 
 
 
○連結決算関係書類を作成し 

  なければならない組合につ 

  いては、法令及び関係通知 

  で定めるところにより、次 

  の書類について適正に作成 

  されているか。 
・連結貸借対照表 
・連結損益計算書 
・連結純資産変動計算書 
○連結決算関係書類の連結の 

  範囲は適切か。 
○連結決算関係書類には、必

要な注記が付されているか。 
 
○事業報告書は、法令で定め 

  るところにより各年度ごと 

  に作成されているか。   
○事業報告書には、法令で定 

  める次の事項を記載の上、 
  適正に作成されているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
連結貸借対照

表、連結損益計

算書、連結純資

産変動計算書

等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業報告書、附

属明細書等 
 
 
 
 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 剰余金処分等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 法定準備金の積 

   立て及び教育事   

   業等繰越金の繰   

   越しは、適切に行 

   われているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 医療福祉等事業 

   に係る剰余は適   

   切に処理されて   

   いるか。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
法 51 の 4 
定 66,67 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
法 51 の 2 
規則 206 
定 （医療福祉 

等事業の積   

立金） 
 
 

 
・組合の事業活動の概況に関 

  する事項   
・組合の運営組織の状況に関 

  する事項 
・その他組合の状況に関する 

  重要な事項（決算関係書類 

  及び連結決算関係書類の内 

  容となる事項を除く。） 
 
○法定準備金は、法令及び定 

  款で定めるところにより適 

  切に積立てられているか。 
・定款で定める額（出資総額 

  の２分の１（共済事業を行 

  う組合にあっては出資総 

  額）に相当する額以上）に 

  達するまで、毎事業年度の 

  剰余金の１０分の１（共済 

  事業を行う組合は５分の 

  １）以上を積み立てている 
  か。 
○法定準備金は、損失のてん 

  補に充てる場合を除いて取 

  り崩していないか。 
○教育事業等の費用に充てる 

  ため、毎事業年度の剰余金 

  の２０分の１以上を翌年度 

  に繰り越しているか。 
 
○毎事業年度、損益計算にお 

  いて利益が生じた場合は、 

  前事業年度から繰り越した 

  損失をうめ、なお残余があ 

  るときに積立金を積み立て 

  ているか。 
○積立金は、医療福祉等事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
貸借対照表、損

益計算書、剰余

金処分案又は

損失処理案等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
貸借対照表、損

益計算書、剰余

金処分案又は

損失処理案等 
 
 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
(3) 剰余金の割戻し 

   は適切に行われ   

   ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
法 52 
規則 207,208 
定 68,69,70 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  の費用に充てる場合を除い 

  て取り崩していないか。 
 
○損失のてん補及び法定準備 

  金の積立て等を行う前に、 

  剰余金の割戻しを行ってい 

  ないか。 
○責任共済等の事業について 

  割戻しを行っていないか。 
○剰余金の割戻しの総額は適 

  切か。 
○剰余金の割戻しは、各組合 

  員に対し適切に行われてい 

  るか。 
○利用分量割戻しとして割り 

  戻すべき金額を積み立てて 

  いるか。 
○利用分量割戻金の利用分量 

  に対する割合及び請求方法 

  等について、組合員に対し 

  公告しているか。 
○利用分量割戻しをしようと 

  する場合、領収書等によっ 

  て確認できる利用分量（事 

  業別に利用分量割戻しを行 
  おうとする場合は、その事 

  業ごと）の総額が事業総額 

  の５割以上となっている 

  か。 
○利用分量割戻しは、定款で 

  規定された期間内に、組合 

  員ごとに領収書等により確 

  認した事業の利用分量に応 

  じて行われているか。 
○利用分量割戻しを行うこと 
 

 
 
 
貸借対照表、損

益計算書、剰余

金処分案、事業

の利用分量を

証する領収書

（利用高券、レ

シート等）等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 組合債等 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 損失金の処理は 

   適正に行われて   

   いるか。 
 
 
(5) 任意積立金の積 

   立て等は適切に   

   行われているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  組合債等の取扱い  

 は適切に行われて   

 いるか。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
定 73 
 
 
 
 
定 72 
規則 101 
社 援 地 発

0328002 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
社生 61 
 
 
 
 

  ができなかった額は、適正 

  に処理されているか。 
○出資配当金の額は、払込済 

  出資額につき、年１割以内 

  の額となっているか。 
○剰余金の割戻しを出資金に 

  振り替える場合、組合員の 

  同意を得ているか。 
 
○繰越剰余金、任意積立金、 

  法定準備金の順に取り崩し 

  て損失のてん補に充ててい 

  るか。 
 
○任意積立金のうち目的積立 

  てを行う場合は、その目的 

  や目標額の設定手続が適切 

  に行われているか。また、 

  その目的や目標額は適切 

  か。 
○任意積立金の取崩しの手続 

  は、適切に行われているか。 
・目的に沿った目的積立金の 

  取崩しは、理事会等の議決 

  を経ているか。 
・目的外に転用する場合や別 

  途積立金の取崩しを行う場 

  合、総（代）会の議決（剰 

  余金処分案による取崩し） 

  を経ているか。 
 
○組合債の発行目的及び発行 

  額は適当か。 
○組合債の発行は組合員に限 

  定されているか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
貸借対照表、損

益計算書、損失

処理案等 
 
 
総（代）会議案

書、総（代）会

議事録、貸借対

照表、損益計算

書、剰余金処分

案等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
組合債の発行

額・償還額等関

係書類、総（代）

会議案 
 

 



 

検 査 項 目 

 

検  査  事  項 

 

根拠規定等 

 

チェックポイント 

 

検査資料等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○組合債の発行目的に沿って 

  消費されているか。 
○組合債の償還は適切に行わ 

  れているか。 
○借入等の実行の決裁や基準 

  等に関する規則等が整備さ 

  れており、その規則等に基 

  づいて取扱いがなされてい 

 るか。 
 
 

 
書、総（代）会

議事録、借入等

の基準等に関

する規則、決裁

書等 
 
 
 
 
 
 

 


